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研究成果の概要：

本研究は、消費外部性の存在が地域間経済格差にどのような影響を与えるかに関して、理論・

実証の両側面から明らかにしようとするものである。理論分析では、輸送費などを考慮し、消

費外部性の存在が複数均衡をもたらす可能性を示した。これは、地域間経済格差は、消費外部

性が資本蓄積を変更することの結果であることを示唆している。一方、SWB（主観的幸福感）デ

ータを用いた実証分析では、東京の消費（もしくは所得）水準の上昇が、他地域の幸福感を低

め、幸福感の下がっている地域の人々は、将来への貯蓄よりも現在の消費を重視する傾向にあ

ることを明らかにした。
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１．研究開始当初の背景

近年、日本社会における「格差の拡大」に
関する関心が高まっている。マスコミ等では、
「シャッター通り」と称されるような停滞し
た地方の駅前の商店街と、東京のにぎわいの
様子が対比して映しだされるなど、様々な地
域間格差（例：所得・教育・医療など）につ
いての議論が多くみられる。こうした状況を
確かめるために、全国消費実態調査（総務省）
を用いて、年次比較を行ったところ、平成 11
年度から平成 16 年度にかけて所得の地域間
格差が拡大していることが確認された。所得
の地域間格差の要因を、労働生産性・修正就
業率・修正労働力率に分解し分析をしている
ものがある（OECD[2003]、H16 年次財政報告）
が、これは、所得格差の要因として、生産面、
特に雇用面から検討されていることを示し
ているといえよう。確かに、人々は所得の一
部を用い、消費を行うことによって、効用を
得るのであるから、所得を決定する要因に対
する分析は、地域間格差を論じる際の有用な
指標であることは間違いない。しかしながら、
所得面からだけではなく、実際にどの程度消
費ができるか、という観点からも考えること
もできるのではないであろうか。地域間格差
を消費面からとらえようとすれば、東京での
家賃と地方での家賃が異なるなど、物価水準
をも考慮に入れることが必要となる。こうし
た点も含めると、消費面は、人々の生活実態
をより反映している指標であるともいえる
のであろう。さらに、消費の決定からは、地
域の資本蓄積に与える影響を考える可能性
がある。このため、労働面からだけではなく、
資本蓄積や需要面からも地域間格差を検討
できることになる。これらの点は、所得の地
域間格差を考えるときに検討されてこなか
った視点であるといえるであろう。
では、実際に消費格差の実態はどうであろ

うか。上記のデータに関して、消費格差に注
目してみると、流行がよく見られる携帯電話
や教養娯楽用耐久財（テレビ・オーディオな
ど）の消費における地域間格差は急速に縮小
していることが分かる（一方で、家事用耐久
財の消費格差は拡大している）。この変化の
違いについて、マスメディアや急速に発達す
るインターネットでの情報を通じて都市で
の流行を知った地方の人々が都市と同様の
消費を行おうとするため、都市と地方の地域

間格差が縮小してきたと考えることができ
るのではないであろうか。
こうしたプロセスを考えると、日本の地域

間において消費の外部性が存在する可能性
を指摘することができる。（ここで言う消費
の外部性とは、人々の消費水準がお互いの効
用に影響を与え合うという心理的な外部効
果（嫉妬や憧れなど）のことである。）
そして、もし、そうした消費外部性が存在

するならば、人々の消費行動を最適な水準か
ら歪めてしまう可能性がある。それは、地域
の経済成長や地域間経済格差の動向に影響
を与え、結果として今日のような所得の地域
間格差をもたらした、ということができるの
ではないであろうか。
こうした観点から地域間格差を説明する

ことにより、地域間格差縮小へ向けたより効
率的な政策提言を行いたい、というのが本研
究の開始当初の背景と問題意識である。

２．研究の目的

上述の問題意識のもとで、本研究は、消費
外部性が地域の経済成長及び地域間経済格
差の動向に与える影響を理論・実証的に解明
することを目的とする。
具体的には、本研究の目的は次の二点であ

る。第一は、消費外部性が地域の経済成長お
よび地域間経済格差の動向に与える影響を
理論的に分析することである。そして第二に、
日本の地域経済データを用いて、消費の外部
性の存在を実証分析により確かめることで
ある。そして、それらの結果から、地域間経
済格差の変動とその要因について考察する
ことである。
経済成長と地域間格差の文脈においては、

日本の地域間経済格差は（近年、拡大傾向が
みられるものの）長期的に収束しているとい
うのが一般的な認識である。しかしながら、
その要因について検証すると、基本的な内生
的成長理論だけでは十分に解釈できない点
が幾つも存在していることが分かる。そこで
本研究では、消費外部性と経済成長の関係に
着目し、地域間経済格差についての発展的な
解釈に取組む。特に本研究は、他地域の消費
を羨む、もしくは他地域に消費を誇示すると
いったような、地域間での消費外部性に焦点
を当てて、消費外部性が経済成長に与える影
響について検討する。



消費外部性が存在しているとすると、それ
は以下のような形で地域経済成長やひいて
は地域経済格差に影響を及ぼすとの仮説を
立てた。まず、もっとも単純な理論的予測は、
流行の後追いによる地方での過剰な消費が
地方での資本蓄積を歪めることで、地方の経
済成長を阻害するという帰結である。このこ
とは、上記のデータでかわるように、短期的
には消費の地域間格差などを縮小させるが、
長期的には地域間経済格差の拡大要因にな
ると考えられる。一方で、都市の人々が流行
発信者であり続けることを切望するならば、
それが都市での資本蓄積を歪めるかもしれ
ない。この場合、地域間経済格差は長期的に
は縮小するのであろう。こうした影響を考え、
消費外部性の存在を確かめるのが第二の目
的である。

３．研究の方法

経済成長に影響を及ぼす外部性について
の研究は、Romer(1986)などを端緒に生産部
門でのスピルオーバーに着目したものが中
心的であった。これについては、戦略行動の
精緻化（Shibata[2002]）や地域経済成長の
実証分析（Vaya et al.[2004]）など多岐に
渡る発展がなされている。その一方で、消費
外部性は、Veblen(1899)の誇示的消費や
Duesenberry(1948)の相対的所得仮説などに
おいて古くから指摘されてはいたものの、経
済成長との関連で研究されることはあまり
なかった（Rauscher[1997]）。しかしながら
最近、Alvarez-Cuadrado et al.(2004)など
による外部性の定式化が進められ、様々な想
定の下での分析がなされ始められている。翻
って国内の研究動向に目を向けてみると、消
費外部性と経済成長との関係を扱った研究
は、大瀧(1997)や村上(2000)などごく僅かで
あり、実証分析に至っては生産面での外部性
も含めて、ほとんどなされていない状況であ
る。

＜理論分析の方法＞

理論分析においては、最適成長モデルに消
費の外部性を導入した研究（Carroll et al.
(1990)など）を基礎として、輸送費（送料等
も含む）などを考慮して拡張した。このモデ
ルを用い、消費外部性が資本蓄積や消費量に
どのような変化を及ぼすのか、また、定常状
態の安定性などを検討する。

＜実証分析の方法＞

実証研究の動向に目を向けてみると、生産
面での外部性の例も含めて、まだほとんどな
されていない状況であるといえる。しかしな

がら、近年注目されている行動経済学の分野
では、幸福度の測定が行われており、アンケ
ート調査等により、他人の消費水準と自らの
消費水準の比較が、個人の幸福感を左右する
重要な要因のひとつであることが指摘され
ている（筒井[2005]）。

実 証 分 析 に お い て は 、 Subjective
Well-Being（SWB：主観的幸福感）などのデ
ータを用いて、日本の地域間における消費外
部性の存在を検証する。このため、Random
utility model を用いて生活の満足度に関し
て他人の影響を受ける変数（被説明変数：SWB
と自殺率）の効果を推定する。その際、日本
の Leading 都市である東京での消費行動が、
他地域にどのような影響を与えるのか、とい
うことに注目する。なお、本研究で自殺率を
用いるのは、Jealousy の究極的な形、すなわ
ち、不効用が最大になった場合、人々は自殺
という選択をするであろうということを考
えたためである。
説明変数としては、私的財消費量（直接効

用アプローチ）、所得や価格（間接効用アプ
ローチ）、政府支出、公的資本ストックを用
いる。

（データセット）
SWB に関するデータは、内閣府による the

annual survey of public opinion regarding
quality of life に示されているものを使用
する。自殺率は、県の志望者数のうち、自殺
が原因で死亡した割合として表示される。こ
れらのデータは、厚生労働省から発行されて
いる人口動態統計を用いる。

（推定方法）
本研究では、地域のパネルデータを用いる。

推定方法として、データの性質により、Beck
and Katz (1995)を考慮しつつ、OLS 推定法と、
panel-corrected standard errors(PCSEs)を
用いる。

４．研究成果

＜理論分析の結果＞

先行研究では、代表的家計モデルでは、均
衡において経済の平均的消費行動と個々の
消費者の行動が乖離しないため、消費の外部
性の存在は、量的な変化を及ぼすのみであり、
質的な変化（経済の運動経路や定常状態の変
化）を生じさせることは少ないことが示され
ている。したがって、定常状態の変化を考え
るために、労働供給の内生化
（Turnovsky[2005]）や、時間選好率の内生
化などを同時に行うことが試みられている。



本研究では、こうした一連の研究を踏まえ、
地域間格差を説明する要因の一つとして、消
費の外部性が存在する代表的家計モデルを
基礎としてモデル構築を試みた。
その際、地方の人々が財を手に入れるため

には、送料などを負担していることを考慮に
入れることとした。これは、例えば、次のよ
うなことを想定している。地方にいる人が都
会で流行っている衣料などを手に入れる場
合には、その地へ出向かなければならない。
その際には、交通費が都会に住む人々よりも
多くかかるのであろう。また、都会へ出向く
ことが困難な場合、インターネットや通信販
売等を利用してそれらの商品を購入すれば、
やはり送料がかかる。こうしたことから、地
方に住む人が都会で流行している商品を手
にしようとすれば、都会の人よりも高価とな
ってしまうのである。
最適成長モデルの枠組みの中で、こうした

点を考慮すれば、消費の外部性の存在が、複
数均衡をもたらす可能性があることが示さ
れた。すなわち、過剰消費になって、資本蓄
積が阻害される均衡と、過剰貯蓄となり、消
費が過少となる均衡が存在することを明ら
かにすることができたのである。これは、消
費の外部性が量的効果のみならず、質的効果
を持つことを示唆している。
人々を過剰消費に向かわせる均衡の場合、

地方の資本蓄積が阻害されることを意味し
ている。このメカニズムによって、消費の外
部性は、地域間格差を生みだす一つの要因で
あると指摘することができる。

＜実証分析の結果＞

本研究では、行動経済学の分野の
Subjective Well-Being（SWB：主観的幸福感）
データを用いて、日本の地域間における消費
外部性の存在を検証した。分析結果から、特
に東京の消費（もしくは所得）水準の上昇が、
他地域の幸福感を低めることが明らかにさ
れた。また、そのようにして幸福感の下がっ
ている地域の人々は、将来への貯蓄よりも現
在の消費を重視する傾向にあることも確認
された。こうした日本の地域間における消費
外部性の検証は、既存研究にはあまり見られ
ず、今後は他の都市部からの影響を加味する
など、さらなる拡張が望まれる。

本研究の理論・実証において得られた分析
結果に基づいて、日本での地域間再分配政策
のあり方についても検討していくことが、残
された課題であろう。
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